
の内，日本交通公社ピル内。(正滑敬之助)

こ ぐちし e 小口車 荷口のまとまらない小口貨物を，列

車停車中に各駅で積卸しする目的で仕立てられた小口貨物積車

をいう。(堂本嘉信)

こくてついたくきょういく 国鉄委託教育 委託教育と

は職員の教育訓練を部外の学校等に委託して行なうものをいい，

学術研究員，大学委託研究員，委託生および学習生等がある。

その目的等は次のとおりである。

1 学術研究員

職員の資質向上を目ざし， 部外の大学または研究施設等に派

遣して業務に必要な理論および技術の研究を行なわせるもので，

これを命ずる者は，研究期聞が l 年以上のものは職員局長， 1 

年未満のものは，それぞれ当該機関の長である(本社にあって

は職員局長，本社附属機関 ・ 支社および支社の地方機関にあっ

ては当該機関の長)。

2 *大学委託研究員

業務能率の向上と職場士気の荷揚を目ざし， 選抜により部外

の大学に 1 年間派遣して，業務に必要な理論および技術を研究

させるもので，職員局長が命ずる。

3 委託生

将来における幹部職員の育成と職場土気の高揚を目的として，

部外の大学に委託し，一般大学生として学習を行なわせるもの

で，これを命ずる者は職員局長である。現在この制度は活用さ

れていない。

4 学習生

レントゲγ技術土，無線技士等特殊な技能を要する職員の育

成のため，部外の学校 ・ 施設等に委託して，業務に必要な知識

および技能を習得させるもので，これを命ずる ものは，それぞ

れ当該機関の長とな っ ている。

5 等外洋実務研修員

総裁の指定する部外の船舶において，業務に必要な知識およ

び技能を濁得させるもので，支社長が一定資格を備える者から

適任者を選ぶことになっている。(大原五郎)

こくてつじどうし e ゆそうてはい 国鉄自動車験送手

配 国鉄自動車は，現在旅客自動車(以下 L'; ス 1) 約 2， 800 ，

貨物自動車 (以下 L トラック 1) 約 700 両数をもって，旅客・荷

物 ・ 郵便物および貨物を計画に基づき輸送している。特に国鉄

自動車においては，民間パスと異なり，その路線も全国的で，

しかも，その内容は鉄道の先行 ・ 代行 ・ 短絡 ・ 培養および補完

等その性格が多岐にわたっているうえ，国鉄が単独で行なって

いるいわゆる独占路線や，国有鉄道線その他の交通機関と接続

を保っている連帯路線，または最近始めたような名古屋と大

阪 ・ 京都 ・ 神戸を結ぶ高速線もあり，愉送はますます復雑化の

傾向をたどっているのが現在の姿である。このような輸送をス

ムーズに行なうためには，なんらかの手だてが必要であり，こ

れを L輸送手配1(以下し手配1) とい っ ている。

国鉄自動車の場合，その機mは，まず本社に自動車局があり，

その下に地方後関として自動車事務所が，さらにその管下に実

施機関である自動車営業所があり，この 3 段階で愉送を行なっ

ている。この 3 者の手配の権限関係を明石在にしておかないと，

命令が錯そうし円滑な輸送を行ないえないので， 命令者や手配

の内容を明確に規定して輸送の安全と正維を期している。

以下，手配の内容を順を追って説明すると，おおむね次のと

おりとなる。

l 運行不能の場合の手配

(1) 旅客輸送の場合

ζ くてつじむ

事務所長は，パスが運行中故障等により運行不能となった場

合は，鉄道 ・ 社線等により振替輸送し，または代りの自動車を

回送するなど適切な手配を講ずる。

(2) 貨物輸送の場合

事務所長は， ト ラッ P が運行中故障等により運行不能となっ

た場合は，代りの自動車を回送するなど適切な手配を講ずる。

2 路線不通の場合の手配

事務所長は，自動車線内に不通区聞が生じた場合は，すみや

かにその状況を自動車局長，営業局長および関係支社長に報告

するとともに，関係の鉄道管理局長に通報するものとし， 積雪

等による予測できる線路不通については，あらかじめ上記に準

じて報告または通報することになっており，この場合，自動車

局長は鉄道公報に掲載する。

3 貨物運験上支障がある場合の手配

事務所長は，路線不通その他運輸上の支障(または都合)によ

り， 一時貨物の運送を停止もしくは制限し，または， うかし、経

路により翰送ーする必要が生じた場合は， その情勢に適応した措

置を講ずる。この場合 1 事務所において手配が困難と認めら

れるときは，自動車局長の指示を受ける。

4 前記 l および 3 の手配を講じた場合は，路線不通の場合

に準じて，次の事項を自動車局長に通報するとともに，その内

容を必要に応じてテレビ・ラジオ ・新聞等により，すみやかに

旅客および公衆に対し報道する。

(1) 原因 ・ 区間 ・ 発生日時および開通の見込み。

(2) その区間の連絡方法・距離および所要時問。

(3) 自動車の運行状況。

(4) 旅客・荷物および郵便物または貨物の取扱停止， 制限等

の機置状況。

(5) 前各号に掲げるもののほか，必要と認める事項。

5 鉄道事故その他により緊急を要する場合の手配および報

告方。

事務所長は，鉄道事故その他により，緊急輸送の必要が生じ

た場合は，すみやかにその手配を講ずる。この場合も ， 1 事務

所において手配が困難と認められるときは，自動車局長の指示

を受ける。

また，緊急輸送を行な った場合，事務所長は次の各号に掲げ

る事項を電話または電報により，自動車局長および支社長に報

告する。

(1) 原因 ・ 区間 ・ 開始日時およ び終了日時の見込み。

(2) 自動車の運行状況。

(3) 以上に掲げるもののほか必要と認める事項。

(松本敬司)

こくてつじむきんだいかち ょ うきけいかく 国鉄事務

近代化畏期計画 閤鉄における事務近代化は，第 1 次および

第 2 次 5 箇年計画の一環として，パンチカ ー ド式計算機を主体

として推進され，現在までに*電子計算機 l 組， パ ンチカード

式計算機 47 組， 命記帳式会計機 68 台(昭和 39 年度末現在)を

配置して，貨物統計，運愉速報，経理 ・ 資材・運転・工場事務

および職員の給与計算事務などを主要業務として機械化して

きた。

その結果，これら事務に従事していた要員の合理化または各

種管理資料の作成期日の短縮，資料内容の多織化ならびに高度

化，業務量増の吸収など多くの効果が得られている。

しかしながら， いまだ機械化対象業務は膨大な国鉄業務の一

部でしかなく ， 地滅的にも不十分であり，多くの開発の余地を

残している。
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